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2024年5⽉9⽇

“J-POWERグループ 中期経営計画 2024-2026”はこちら

2024年5⽉9⽇に公表した「2024年3⽉期(2023年度) 決算説明
資料」に従い、2023年度の期末決算と2024年度の業績予想につ
いてご説明します。



将来⾒通しに関する注意事項

1

本書には、当社⼜は当社グループに関連する⾒通し、計画、⽬標などの将来に関する記述がなされています。これらの記述は、当

社が現在⼊⼿している情報に基づき、本書の作成時点における予測等を基礎としてなされたものです。また、これらの記述は、⼀

定の前提（仮定）の下になされています。これらの記述または前提（仮定）が、客観的には不正確である、または将来実現しな

いという可能性があります。

また、本書に記載されている当社及び当社グループ以外の企業等にかかわる情報は、公開情報等から引⽤したものであり、かかる

情報の正確性・適切性等について当社は何らの検証も⾏っておらず、また、これを保証するものではありません。

*⾦額等の表⽰について
億円未満、億kWh未満は切り捨てて表⽰しています。よって、個別の⾦額等の合計が、合計欄の数値と合わないことがあります。
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１.決算概要
2024年3⽉期（2023年度）
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決算概要
減収減益
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• ⽕⼒発電所利⽤率の低下による販売電⼒量の減少や、電⼒販売価格の低下等により減収
• 豪州炭鉱権益保有⼦会社の減益、JEPX販売での粗利減少、⽕⼒発電所の設備トラブル影響から減益

*1 2023年10⽉31⽇公表の業績予想

（単位：億円）
2022年度 2023年度 2023年度

実績 実績 増減額 増減率 予想*1 増減額 増減率

売上⾼ 18,419 12,579 -5,839 -31.7% 13,070 -490 -3.7%
営業利益 1,838 1,057 -781 -42.5% 870 187 21.5%
経常利益 1,707 1,185 -522 -30.6% 970 215 22.2%
親会社株主に帰属する当期純利益 1,136 777 -359 -31.6% 670 107 16.1%

2022年度 2023年度 2023年度

実績 実績 増減額 増減率 予想*1 増減額 増減率

売上⾼ 13,707 8,432 -5,274 -38.5% 8,630 -197 -2.3%
営業利益 465 51 -414 -89.0% -30 81 -
経常利益 753 551 -201 -26.8% 590 -38 -6.5%
当期純利益 600 523 -77 -12.9% 590 -66 -11.3%

個別
前期⽐

連結
前期⽐ 予想⽐

予想⽐

2023年度は、減収減益の決算となりました。

連結売上⾼は、1兆2,579億円となり、前年に⽐べて5,839億円の
減収となりました。

連結営業利益は、1,057億円、
連結経常利益は、1,185億円となり、前年に⽐べて522億円の減
益となりました。



連結： 主要諸元（販売電⼒量）
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*1 卸電⼒取引市場等から調達した電⼒の販売量
*2 海外連結⼦会社の販売電⼒量（持分法適⽤会社の販売電⼒量は含まない）
*3 ⽕⼒利⽤率は個別の実績

＜各四半期の販売電⼒量推移＞

国内発電事業（⽕⼒）

国内発電事業（⽔⼒）
2022年度 2023年度

実績 実績 数値 ⽐率
販売電⼒量（億kWh）

電気事業 684 603 -80 -11.8%
⽔⼒ 88 90 1 1.4%
⽕⼒ 456 385 -71 -15.6%
⾵⼒ 10 11 1 9.7%
その他*1 128 116 -11 -9.2%

海外事業*2 142 198 55 39.1%

⽔⼒出⽔率 94% 96% 2ﾎﾟｲﾝﾄ
⽕⼒利⽤率*3 65% 55% -10ﾎﾟｲﾝﾄ

増  減

販売電⼒量は、⽕⼒発電所の利⽤率の低下から、15.6％減少の
385億kWhとなりました。

海外事業については、タイでの販売電⼒量の増加や、⽶国ジャクソ
ン⽕⼒発電所が通期稼働したことに伴い39.1%増加の198億kWh
となりました。



連結： 主要諸元（売上⾼）
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電気事業：⽕⼒発電所利⽤率の低下による販売電⼒量の減少や、電⼒販売価格の低下等により減収
海外事業：⽶国ジャクソン⽕⼒発電所の電⼒販売価格の低下等により減収
その他事業：豪州炭鉱権益保有⼦会社における⽯炭販売価格の低下により減収

*1 ⽔⼒、⾵⼒及び地熱
*2  海外事業セグメントの売上⾼（海外連結⼦会社や海外コンサルティング事業の売上⾼など）
*3  「その他事業」は、「電⼒周辺関連事業」および「その他の事業」のセグメントから構成される (セグメント情報はP.22を参照）
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2022年度 2023年度

実績 実績 数値 ⽐率

売上⾼（億円） 18,419 12,579 -5,839 -31.7%

電気事業 14,179 8,994 -5,184 -36.6%

うち電⼒販売 13,624 8,456 -5,168 -37.9%

うち再⽣可能エネルギー*1 1,460 1,377 -83 -5.7%

うち電⼒託送 495 485 -10 -2.0%

海外事業*2 2,775 2,592 -182 -6.6%

その他事業*3 1,464 992 -472 -32.2%

増  減 2022年度 2023年度

実績 実績
為替レート
（円/USD） （12⽉末時点） 132.70 141.83
（円/THB） （12⽉末時点） 3.80 4.13
（円/AUD） （12⽉末時点） 89.57 96.94
（THB/USD） （12⽉末時点） 34.56 34.22

売上⾼について、
国内電気事業の売上⾼は、販売電⼒量の低下や電⼒販売価格
の低下により、前期⽐で36.6%の減収となりました。

海外事業では、⽶国ジャクソン⽕⼒発電所の電⼒販売価格の低
下などにより前期⽐で6.6%の減収となりました。

その他事業では、⽯炭販売価格の低下により、豪州の炭鉱権益
保有⼦会社が減収となりました。



連結：決算のポイント（前期⽐ 主な利益増減要因）
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※①発電事業粗利は、「国内電気事業収益（⽔⼒・⽕⼒・⾵⼒・その他）−燃料費等」を指す

2022年度
経常利益

2023年度
経常利益

+5 +95 +30 +60 ±0 ▲10 +35 +215【予想*1⽐】

*1 2023年10⽉31⽇公表の業績予想 7

2023年度連結経常利益の前期との主な増減⽐較を、ステップ
チャートに基づきご説明します。

次のページとあわせてご覧ください。



利益増減要因 項⽬別内訳 (前期⽐)
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(単位：億円)
①発電事業粗利 ▲495
• JEPX価格低下や資源価格影響等によるJEPX販売の粗利減等
• ⽕⼒計画外停⽌の増加
• 前期燃料収⽀反動減
• 再⽣可能エネルギーの販売収⼊減

(参考) JEPX平均価格(4〜3⽉)
2022年度: 約20円/kWh → 2023年度: 約10円/kWh

②諸費⽤ +110
• 設備保全コストの減 +40
• ⼈件費の増 ▲45
• その他費⽤の減（廃棄物処理費の減 他） +115

③海外事業⼦会社利益 +35
• ⽶国ジャクソン ±0

電⼒販売価格の低下
運転開始による設備保全コストの増加、前期ペナルティ反動 等

• タイ連結プロジェクト +35
エナジーマージン増、為替影響 等

④その他⼦会社利益/連結調整等 ▲435

• 豪州炭鉱権益保有⼦会社 ⽯炭販売価格低下による減益
(参考) 豪州⼀般炭スポット価格(1〜12⽉)
2022年: 約360⽶ドル/t → 2023年: 約170⽶ドル/t

⑤持分法投資利益 +155
• 海外 +165

北⽶⼟地売却益の計上 他
• 国内 ▲10

⑥その他営業外収⽀ +55
• 財務費⽤の増
• 有価証券売却益、固定資産売却益の計上 他
• 前期損失*の解消

⑦為替差損益 +50
• タイ連結プロジェクトにおける⽶ドル建て債務の為替評価 +45

【適⽤為替レート(THB/USD)】

• ⽶ドル建て債権の為替評価差益の増加 他 +5

前期(12⽉末) 今期 (12⽉末)*

前期 33.42 34.56

今期 34.56 34.22

* 決算期間は1⽉-12⽉

*⼤間原⼦⼒発電所建設⼯事の資材処分による損失計上

①の「発電事業粗利」について、「JEPX価格低下や資源価格影響
等によるJEPX販売の粗利減」は、ベースロード電源からミドル電源へ
の⽕⼒発電所の運⽤形態の変化や資源価格影響を受けて粗利
の減少につながったものです。

2つ⽬の「⽕⼒計画外停⽌の増加」は、松浦2号、松島1号、磯⼦
新2号、橘湾1号の設備トラブルなどが要因です。

これに、前年度、資源価格のボラティリティが⾼い中で⽣じた燃料収
⽀の剥落と、JEPX市場価格の低下による再⽣可能エネルギーの販
売収⼊減と合わせて、495億円の減益となりました。

②の諸費⽤については、⽕⼒発電所の利⽤率低下に伴う廃棄物
処理費の減少や、設備保全コストの減少などにより、110億円の増
益要因となりました。

④「その他⼦会社利益」では、豪州の炭鉱権益保有⼦会社の減
益により、435億円の減益となりました。

⑤持分法投資利益については、⽶国での発電所跡地の⼟地売却
益の計上などにより155億円の増益となりました。



連結： 収⽀⽐較表
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（単位：億円）
2022年度 2023年度

実績 実績
営業収益 18,419 12,579 -5,839

電気事業 14,179 8,994 -5,184
海外事業 2,775 2,592 -182
その他事業 1,464 992 -472

営業費⽤ 16,580 11,522 -5,057 電気事業▲4,795、海外事業▲218、その他事業▲43
営業利益 1,838 1,057 -781
営業外収益 247 495 247

持分法投資利益 91 245 154
その他 156 249 93

営業外費⽤ 378 366 -11
⽀払利息 273 309 35  
その他 104 57 -47 

経常利益 1,707 1,185 -522 電気事業▲326、海外事業+216、その他事業▲411
法⼈税等合計 517 338 -179

1,136 777 -359親会社株主に帰属する
当期純利益

主な増減要因前期⽐
増減



連結： バランスシート
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（単位：億円）

2022年度末 2023年度末 前期⽐
増減 主な増減要因

固定資産 27,013 27,854 841
電気事業固定資産 10,655 10,926 271
海外事業固定資産 4,472 4,634 162
その他の固定資産 892 896 4
固定資産仮勘定 5,721 5,761 39
核燃料 762 771 8
投資その他の資産 4,510 4,865 354 ⻑期投資+382 (内、為替影響+256)

流動資産 6,613 6,902 289
資産合計 33,626 34,757 1,130

有利⼦負債 18,858 18,670 -187 個別▲143、⼦会社等▲44
その他 2,841 2,756 -85

負債合計 21,699 21,426 -272
株主資本 9,778 10,382 604

その他の包括利益累計額 1,068 1,777 708 為替換算調整勘定+404、その他有価証券評価差額⾦+124、
退職給付に係る調整累計額+104、繰延ヘッジ損益+74

⾮⽀配株主持分 1,080 1,171 90
純資産合計 11,927 13,330 1,403

D/Eレシオ（倍） 1.7 1.5  
⾃⼰資本⽐率 32.3% 35.0%



２．業績予想の概要
2025年3⽉期（2024年度）
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続いて、2024年度の業績予想及び配当についてご説明いたします。



業績予想概要
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• ⽕⼒発電所の運⽤形態変化への対応による収⽀改善を⾒込む⼀⽅で、橘湾⽕⼒等の発電所設備トラブル影響や諸費
⽤の増加、豪州炭鉱権益保有⼦会社の減益、前期の⼀過性利益の反動減等から減収減益の⾒通し
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（単位：億円）
2023年度 2024年度

実績 予想 増減額 増減率

売上⾼ 12,579 11,550 -1,029 -8.2%
営業利益 1,057 640 -417 -39.5%
経常利益 1,185 620 -565 -47.7%
親会社株主に帰属する当期純利益 777 420 -357 -46.0%

2023年度 2024年度
実績 予想 増減額 増減率

売上⾼ 8,432 8,050 -382 -4.5%
営業利益 51 40 -11 -22.2%
経常利益 551 460 -91 -16.6%
当期純利益 523 450 -73 -14.0%

連結
前期実績⽐

個別
前期実績⽐

2025年3⽉期につきましては、
連結売上⾼は1,029億円減の1兆1,550億円を⾒込んでいます。

連結営業利益は、417億円減益の640億円、
連結経常利益は、565億円の減益の620億円を予想しています。
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主要諸元およびセグメント別業績予想

*1 卸電⼒取引市場等から調達した電⼒の販売量
*2 海外連結⼦会社の販売電⼒量（持分法適⽤会社の販売電⼒量は含まない）

• 発電事業：⽕⼒発電の収⽀改善の⼀⽅で、⽕⼒発電設備トラブル影響や諸費⽤の増加等により減益
• 送変電事業：委託費等の増加により減益
• 海外事業：持分法適⽤会社の⼀過性利益の剥落により減益
• 電⼒周辺関連事業・その他の事業：豪州炭鉱権益保有⼦会社における⽯炭販売価格の低下に伴う減益

2023年度 2024年度
実績 予想

販売電⼒量（億kWh）
発電事業 603 656

⽔⼒ 90 92
⽕⼒ 385 405
⾵⼒ 11 14
その他*1 116 145

海外事業*2 198 169
2023年度 2024年度

実績 予想

⽔⼒出⽔率 96% 100%
⽕⼒利⽤率 55% 59%
期末為替レート
 （12⽉末時点）

  円/USD 141.83 145.00
  円/THB 4.13 4.00
  円/AUD 96.94 95.00

前期実績⽐
数値 ⽐率

-29 -14.9%

52 8.7%
1 2.1%

19 5.1%
2 21.8%

28 24.2%

（単位：億円）
2023年度 2024年度

実績 予想 増減額 増減率

発電事業 8,556 8,240 -316 -3.7%
送変電事業 489 500 11 2.1%
海外事業 2,592 2,250 -342 -13.2%
電⼒周辺関連・その他の事業 941 560 -381 -40.5%

※外部顧客に対する売上⾼の数値を記載

2023年度 2024年度
実績 予想 増減額 増減率

発電事業 203 165 -38 -19.0%
送変電事業 73 30 -43 -58.9%
海外事業 443 320 -123 -27.8%
電⼒周辺関連・その他の事業 473 105 -368 -77.8%

※セグメント間取引消去前の数値を記載

セグメント別経常利益
前期実績⽐

セグメント別売上⾼
前期実績⽐

主要諸元とセグメント別の業績予想を記載しています。

発電事業では、橘湾⽕⼒の設備トラブル影響や諸費⽤の増加から
減益となる⾒込みです。

海外事業は、前期の⽶国での発電所跡地の⼟地売却益の剥落
から減益を⾒込んでいます。

電⼒周辺関連事業では、⽯炭販売価格の低下から減益を⾒込ん
でいます。



（参考）セグメントの変更について（2025年3⽉期〜）
・「電気事業」を「発電事業」と「送変電事業」に分離
・「電⼒周辺関連事業」のうち、発電事業の保守運営に関わる関係会社を発電事業に統合
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電気事業

報告セグメントの変更

電⼒周辺
関連事業

海外事業

その他の事業

発電事業

電⼒周辺
関連事業

海外事業

その他の事業

送変電事業

その他

海外

電⼒周辺

送変電

原⼦⼒

⽕⼒

地熱・太陽光

⾵⼒

⽔⼒

事業部⾨ 旧セグメント

新セグメント

電気事業
⽔⼒、⽕⼒、⾵⼒など当社⼜は関係会社が⾏う発電事業及び卸電⼒取引市
場等から調達した電⼒の販売のほか、⼦会社で保有する送・変電設備による、
沖縄電⼒㈱を除く⼀般送配電事業者９社の電⼒託送事業

電⼒周辺関連事業 電気事業を補完し、円滑かつ効率的な遂⾏に資する事業

海外事業 海外における発電事業及びその関連事業

その他の事業 当社グループの保有する経営資源、ノウハウを活⽤して⾏う⽯炭販売事業等

発電事業 ⽔⼒、⽕⼒、⾵⼒など当社⼜は関係会社が⾏う発電事業及びその保守運営、
並びに卸電⼒取引市場等から調達した電⼒の販売

送変電事業 ⼦会社で保有する送・変電設備による、沖縄電⼒㈱を除く⼀般送配電事業者
９社の電⼒託送事業

電⼒周辺関連事業 発電事業及び送変電事業を補完し、円滑かつ効率的な遂⾏に資する事業

海外事業 海外における発電事業及びその関連事業

その他の事業 当社グループの保有する経営資源、ノウハウを活⽤して⾏う⽯炭販売事業等
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今期からセグメント別で売上⾼・経常利益の予想を開⽰しておりま
すが、当社は、2025年3⽉期より報告セグメントを変更することとし
ました。

具体的には、これまでの「電気事業」を「発電事業」と「送変電事
業」に区分し、「電⼒周辺関連事業」に含めていた⽕⼒・⽔⼒の保
守⼦会社を発電事業に統合しています。

送変電事業については、昨年度から⼀般送配電事業者におけるレ
ベニューキャップ制度が開始されたことや、規制事業であることも考慮
し、発電事業とは別のセグメントといたしました。



連結：業績予想のポイント（前期⽐ 主な利益増減要因）
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ステップチャートも様式を変更しています。

主な変更点として、セグメント変更にあわせ送変電事業を④に抜き
出しました。

また、発電粗利を、「⽕⼒事業およびその他販売」と、「再⽣可能エ
ネルギー」に分けてお⽰ししています。

なお持分法投資利益は、それぞれ①⽕⼒・その他、②再⽣可能エ
ネルギー、⑤海外事業へ配分しております。



利益増減要因 項⽬別内訳 (前期⽐)

Copyright, J-POWER All rights reserved. 16

(単位：億円)

①発電事業（⽕⼒・その他）+155
• ⽕⼒発電所の運⽤形態変化への対応による収⽀改善
• ⽕⼒計画外停⽌の増加（橘湾⽕⼒影響等）
• 容量市場/発電側課⾦の影響等
(参考) JEPX平均価格(4〜3⽉)
2023年度: 約10円/kWh → 2024年度(予想): 約10円/kWh

③発電事業（諸費⽤等）▲275
• 設備保全コストの増 ▲200

橘湾⽕⼒影響 等
• GX/DX推進 ▲50
• ⼈件費の減 +70

退職給付数理差異償却による減 他
• その他費⽤の増 ▲95

減価償却費の増 他

⑤海外事業 ▲140
• ⽶国ジャクソン +30

電⼒販売価格の上昇
• タイ連結プロジェクト ▲30

修繕費の増加、為替影響 等
• 持分法投資損益 ▲140

前期北⽶⼟地売却益の剥落 他
⑥電⼒周辺関連事業その他の事業/連結調整等 ▲350
• 豪州炭鉱権益保有⼦会社⽯炭販売価格低下による減益

(参考) 豪州⼀般炭スポット価格(1〜12⽉)
2023年: 約170⽶ドル/t → 2024年(予想): 約120⽶ドル/t

⑦その他営業外収⽀ ▲5
• 固定資産売却益の計上
• 有価証券売却益の剥落等

⑧為替差損益 ▲35
• 前期為替差益の解消

①発電事業（⽕⼒・その他）：(⽕⼒・その他収⼊)−(燃料費+他社電⼒購⼊費⽤+廃棄物処理費など)+⽕⼒持分投資損益
②発電事業（再エネ）：(⽔⼒・地熱・⾵⼒・⾮化⽯価値販売収⼊)−他社電⼒購⼊費⽤等+再エネ持分投資損益
③発電事業（諸費⽤等）：設備保全コスト、⼈件費ほかその他費⽤＋発電事業・保守運営に関する関係会社

②発電事業（再エネ）+130
• 再⽣可能エネルギー販売収⼊増

④送変電事業 ▲45
• 委託費、固定資産除却損等の増

2023年度実績からの経常利益の増減要因をご説明します。

①の「発電事業（⽕⼒・その他）」では、昨年度⼤きな減益要因
となった⽕⼒発電所の運⽤形態の変化への対応を進めたことによる
収⽀改善を⾒込んでいます。

また、今年度から開始される容量市場からの収⼊による増益がある
⼀⽅、2⽉に発⽣した橘湾⽕⼒発電所1号機の停⽌影響⻑期化
など⽕⼒計画外停⽌の影響による減益等があり「⽕⼒・その他」で、
対前年度⽐で155億円の増益を⾒込んでいます。

②の「再エネ」については、⾵⼒発電所の新規運開や、⽔⼒につい
て⼀部市場価値を実現したことにより、130億円の増益を⾒込んで
います。

③の「諸費⽤」では、設備保全コストの増加や、GXやDX推進に関
する費⽤増などにより275億円の減益要因となっています。

⼀つ⾶ばして、⑤の海外事業は、⽶国持分法での⼟地売却益の
剥落などにより140億円の減益を⾒込んでいます

（次⾴に続く）



（前⾴から続く）

これらの要因に加え、豪州での炭鉱利益の減少や、期⾸での為替
差益の解消に伴い、連結経常利益は対前年⽐で565億円減の
620億円を⾒通しています。

⼤きな減益要因の１つは、豪州炭鉱権益⼦会社において、⾼位に
推移した⽯炭価格が⼀服したことや、海外の持分法での⼀過性利
益の剥落があります。

また、国内発電事業についても、橘湾⽕⼒1号の⻑期停⽌が180
億円の減益要因となっています。

⼀⽅で、前期⼤きな減益要因となった⽕⼒発電所の運⽤形態の
変化への対応を進めたことで、⼀定程度の収⽀改善を⾒込んでい
ます。

引き続き、橘湾1号のなるべく早期の復旧も含め設備の安定稼働
に努めるとともに、各電源の持つ価値の実現に努めます。



株主還元
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短期的な利益変動要因を除いて 連結配当性向30%を⽬安に、利益⽔準、業績⾒通し、財務状況などを踏まえた上で、安定的かつ継続的な還元充実に努める

• 21-23年度中期経営計画⽬標の経常利益900億円を達成
• 2023年度期末配当を１株55円とし、１株につき年間100円の配当を予定（10円の増配）
• 2024年度も100円/株を下限として継続

配当につきまして、

2024年3⽉期は期初に年間90円の配当を予定していたところ、
連結経常利益が前の中期経営計画で掲げた900億円の⽬標を達
成したことを踏まえ、
期末配当を10円増の55円とし年間100 円の配当を予定しておりま
す。

2025年３⽉期以降の配当については、中期経営計画の中で考え
⽅をご説明します。



続いて、「J-POWERグループ中期経営計画2024-2026」についてご
説明いたします。



当社は「エネルギー安定供給と気候変動対応の両⽴」をミッションに、
2050年のカーボンニュートラル実現に向けた取り組みを継続していま
す。

これまでの取り組みを通じて、2030年のCO2削減⽬標に⼀定の⾒
通しを得たと考えています。

新たな中期経営計画では、前中計での成果と課題を踏まえながら、
2030年代を⾒据えて、事業ポートフォリオのトランジションと、ビジネ
スモデルのトランジションの両⽅に取り組みます。



事業ポートフォリオのトランジションについて、

左側に2023年度の事業ポートフォリオを簿価ベースで記載しており、
右側は2030年代に⽬指す姿を現しています。

2030年代に向けて国内外でCO2フリー電源の開発、送変電への投
資、既存の⽕⼒電源のトランジションを進め、
再エネや原⼦⼒などのCO2フリー電源を中⼼とする事業ポートフォリ
オへの転換を⽬指します。



次のページでは国内⽕⼒について、地点・ユニットごとにトランジション
の⽅向性をまとめています。

今後、原⼦⼒がベースロード電源として稼働し、再エネが⼤量導⼊
される中で、⽕⼒電源の発電量の絶対量は減少を⾒込みますが、
⼀定規模は、CO2排出を削減しながら調整⼒として稼働する役割
が強まっていくと考えています。

この社会的役割に応えられるように、ユニット別に検討していきます。

検討の際は、地点別に、市場の特徴、送電系統、港湾設備、周
辺環境などを総合的に鑑み、⾮効率⽯炭⽕⼒のフェードアウトに加
え、⽔素、アンモニア、CCSの利⽤など最適な技術を具体的に適⽤
していきます。



経営⽬標について、
将来的な⽬線として、⼤間運転開始後の2030年代にROE8%を達成
することを⽬標とし、これを⽬指すための稼働資産ROICを意識しながら、
2026年度の経常利益⽬標を900億円と設定しています。

2030年代の稼働資産ROIC⽬標について、現状30%程度の⾮稼働資
産を10%程度まで縮⼩したうえで、稼働資産ROICを3.5%程度を達成
できればROE8%と⾒込んでいます。

⾜下、資源価格の変動や再エネ⼤量導⼊の影響から電⼒市場価格
のボラティリティが⾼い状況にある中で、新中計期間は2030年代にむけ
て事業・収益構造を転換を進めたいと考えています。

特に、2022年度・2023年度は豪州炭鉱権益の利益の割合が⾮常に
⾼くなっていました。

2024年度は橘湾⽕⼒のトラブル影響もあり経常利益620億円と⾒込
んでおりますが、2026年度には⼀時的な炭鉱利益に依存しない形で、
前中計で達成した900億円の利益⽔準の達成を⽬指したいと考えてい
ます。

（次⾴に続く）



（前⾴から続く）

2030年代に向けては、ビジネスモデルや事業ポートフォリオのトランジショ
ンを進め、持続可能な収益源の確⽴と成⻑を⽬指してまいります。

ビジネスモデルの転換については、当社が50%超の権益を有したうえでの
⼀部権益譲渡、もしくは全部の権益譲渡など、当社が100%権益を所
有する以外のビジネスモデルにも取り組んでいきます。



株主還元について、

昨今、利益のボラティリティが⾼まっていますが、新中計期間について
は1株当たり100円を下限とし、
3か年合計で、利益が上振れした場合は追加還元も検討する予定
です。



3か年のキャピタル・アロケーションについて、

投資CFについては、グローバルな再エネ開発2,000億円のほか、東
⻄連系設備など電⼒ネットワークの増強⼯事への投資、GENESIS
松島やアンモニア・⽔素などの⽕⼒トランジションに関する投資で、3
か年で約3,000億円の戦略投資を計画しています。





重点項⽬を紹介します。

国内再⽣可能エネルギー事業について、

昨年度まで掲げていた150万kWの新規開発⽬標の⽬途が⽴ったこ
とを踏まえ、新たに、2030年度までに年間発電電⼒量を2022年度
⽐で40億kWh増⼤させる⽬標を設定しました。

当社は、⽇本の再エネの総合トップランナーとして、既存の再エネ資
産を基礎に、新規開発・リプレースを通じて⽬標達成を⽬指します。

加えてコーポレートPPAの活⽤や、環境価値の販売など、収益の最
⼤化を⽬指します。



海外事業では、

再⽣可能エネルギーを中⼼に資産の⼊れ替えにも取り組み、資本
効率を改善しながら順次開発に取り組んでいきます。



CO2フリー⽔素・アンモニアについて、

当社は⽯炭ガス化を利⽤した⽔素発電や、CCSを付加したCO2フ
リー⽔素電源へのロードマップを有していることに技術的な強みがあり
ますが、

これに加えて、⽔素・アンモニアの発電利⽤や国内外でのブルー・グ
リーン⽔素の製造など、サプライチェーンの上流から下流まで多様な
可能性を追求していきます。





⼤間原⼦⼒発電所計画については、

⻑期脱炭素電源オークション制度の活⽤も念頭に、安全確保を最
優先に計画を進めていきます。



スタートアップとの連携について、

当社は本年4⽉に「イノベーション推進部」を⽴ち上げており、今後は、
協業の形で新たな事業開発にも取り組んでいきます。



これらの着実な推進を実現する事業管理⼿法として、ROICを導⼊
します。

事業部⾨ごとに資本効率の向上を図り、全社の稼働資産ROICと
ROEの向上を⽬指していきます。

（以上）










